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市民部 

 

市民課 

 

 戸籍、住民基本台帳、国民年金等の事務については、個人情報の保護と記録の正確

性に努め、電算システムにより管理、運用を行っている。また、届書の受付、諸証明の交

付、印鑑の登録関係、国民年金の届出及び申請等は、各支所と連携し、どの地域の住

民でも利用していただける体制をとっている。 しかし、証明書の交付事務の内、全国か

らの郵送による証明書等の交付申請については、市民課扱いとなっており、年間     

１２，５４１件となり書面の審査、請求方法などの電話による照会等については、膨大な事

務量となっている。 

市民課独自の業務として、外国人登録に関する事務（証明書交付を除く。）と住民基

本台帳カードの交付事務、住民基本台帳の一部の写しの閲覧、人口動態調査票作成

事務、相続税法５８条調査票作成事務、犯歴事務、旅券の申請・交付事務を行っている。

特に住民基本台帳カードの交付については、カードの即日交付のため、カード発行機を

備え、行政サービスに努めている。 

 

１．戸籍事務関係 

○戸籍届出件数 

届 出（支所受付分含む） 

事件の種類 総 数 
計 

本籍人 

届 出 

非本籍人

届 出 

他 市 町 村

からの送 付 

出 生 ５９９ ３５１ ２９５ ５６ ２４８

国 籍 留 保 ４ ２ １ １ ２

認 知 １４ ７ ６ １ ７

養 子 縁 組 ５１ ３０ ３０  ２１

養 子 離 縁 ２２ １８ １８  ４

法７３条の２ ３ ３ ３  

婚 姻 ７８５ ２３２ ２２１ １１ ５５３

離 婚 ２２４ １３３ １２９ ４ ９１

法７７条の２ ８２ ５６ ５４ ２ ２６

親権後見届 ７ ６ ６  １

死 亡 ８９９ ７１６ ６５４ ６２ １８３

失     踪 ２  ２
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届 出（支所受付分含む） 

事件の種類 総 数 
計 

本籍人 

届 出 

非本籍人

届 出 

他 市 町 村

からの送 付 

復     氏 １ １ １  

婚姻関係終了 ３ １ １  ２

入 籍 １５１ ９７ ９７  ５４

分 籍 ２０ １０ １０  １０

帰     化 ２ １ １  １

国 籍 喪 失 １  １

国 籍 取 得 ５ ４ ４  １

氏 の変 更 １２ １２ １２  

名 の変 更 １ １ １  

転 籍 ２８４ １３７ １３７  １４７

戸 籍 訂 正 １１６ １０９ １０９  ７

追     完 ４ ２ １ １ ２

そ の 他 ５ １ １ ４

不受理申出 １９ １２ １２  ７

計 ３，３１６ １，９４２ １，８０３ １３９ １，３７４

 

○戸籍事務取扱処理件数  

新戸籍編製 
戸    籍 

全部消除 
戸籍の再製 その他 計 

処理件数 

４ ４ ２  ４ ７ ９  ０  ３  ９ ２ ４  

 

種   類 
住基法９条２

項通知送付 

戸籍届書他

市町村送付

本人確認 

通知送付 

通知等によ

る附票記載 
計 

件   数 ２ ２ ７  ４ ０ ５  ２ ５ １  ３，５５４ ４ ， ４ ３ ７  
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○ 戸籍謄抄本等交付件数（阿児支所分を含む）                           

  （単位：円） 

種   類 全部事項証明 戸 籍 謄 本 
除籍全部 

事項証明 
除 籍 謄 本 

件   数 
７，２６６ 

（内 １，５２５ ） 

４ 

（内    ２ ） 

４０４ 

（内   ２９ ） 

６，１０１ 

（内 １，６４５ ）

金   額 ２，５８３，４５０ ９００ ２８１，２５０ ３，３４２，０００ 

 

種   類 個人事項証明 戸 籍 抄 本 
除籍個人 

事項証明 
除 籍 抄 本 

件   数 
２，１９０ 

（内  １１８ ） 

２ 

（内   ２ ） 

５ 

（内   ０ ） 

７９ 

（内   ３９ ） 

金   額 ９３２，４００ ０ ３，７５０ ３０，０００ 

 

種   類 受理証明 
戸籍記載 

事項証明 

除籍記載

事項証明

届出に基 

づく証明 
計 

件   数 
３２ 

（内  ０ ） 

３ 

（内  ０ ） 

１ 

（内  ０ ）

１９５ 

（内  ０ ） 

１６，２８２ 

（内 ３，３６０ ）

金   額 １４，３５０ １，０５０ ４５０ ６８，２５０ ７，２５７，８５０ 

※（ ）は、公用（無料）件数 

 

２．住民基本台帳事務関係  

○住民基本台帳異動届件数 

（平成２０年９月１２日までの阿児支所分、平成２０年９月１６日からの各支所分を含む） 

届     出 件     数 届     出 件     数 

転  入 ８１６ 職権消除 １ 

出  生 ２８９ 職権修正 １５６ 

転  居 ８６４ 申出訂正 ２８ 

世帯変更 ６３５ 転出取消 １１ 

転  出 １，１５２ 国籍取得 ３ 

死  亡 ５７３ 計 ４，５２８ 
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○外国人登録事務届出件数  

種 類 新規登録 
切替・引換

再 交 付
変更登録

原    票

請求・送付
原票閉鎖 計 

件  数 ９９ ５８ ４６９ ５９ １２１ ８０６ 

 

○ 住民票、諸証明等交付件数（阿児支所分を含む）                            

 （単位：円） 

写     し 
種 類 

住 民 票 戸籍の附票 

住民票記載 

事 項 証 明 

外 国 人 登 録 

記載事項証明 

件 数 
１７，９２６ 

（内 １，４０１ ） 

２，４３３ 

（内 １，５１０ ）

３２７ 

（内   ０ ） 

１８９ 

（内  ３０ ） 

金 額 ４，９５７，５００ ２７６，９００ ９８，１００ ４７，７００ 

 

種  類 
住民基本台帳

閲       覧 
身分証明書等 

住民基本台帳 

カ ー ド 発 行 
計 

件  数 
１７０ 

（内   １ ） 

９４３ 

（内 ４４３ ） 

２３９ 

（内   ８ ） 

２２，２２７ 

（内 ３，３９３ ） 

金  額 ５０，７００ １５０，０００ １１５，５００ ５，６９６，４００ 

※（ ）は、公用（無料）件数   

 

３．印鑑登録事務関係（阿児支所分を含む）                               

  （単位：円） 

種 類 
印鑑登録 

証 明 書 

印鑑登録証

再 交 付
印鑑登録 

印鑑登録 

廃 止 
計 

件  数 
１２，２４３ 

（内  ８５ ） 

１９２ 

（内  ０ ）
１，０９５ ３０５ 

１３，８３５ 

（内  ８５ ） 

金  額 ３，６４７，４００ １９２，０００   ３，８３９，４００

※（ ）は、公用（無料）件数 
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４．その他業務（※は阿児支所分を含む）                                     

  （単位：円） 

種 類 
臨時運行許

可証交付※ 

埋火葬許

可証発行 

電子証明

書発行※

合併証明

書発行※

身上照会 

回   答 

既決犯罪 

通 知 等 

処    理 

件  数 ５７７ ７１８ １７３ ８５ ５４７ ８８ 

金  額 ４３２，７５０    
  

 

 

種 類 
成年後見 

通知処理 

公職選挙 

法 通 知 

人口動態 

調 査 票 

作 成

相続税法 

調 査 票 

作 成 

旅券申請 

交   付 
計 

件  数 ８ ４８ １，４３３ ７１７ １，０２６ ５，４２０ 

金  額     
 

４３２，７５０

 

 

５．国民年金関係 

○資格関係届出件数    

種  別 市民課 
阿児支所 

（９/15までの分） 
総 数 

資格取得（再取得）届 484 295 779 

資格喪失届 11 5 16 

住所変更届（転出入・転居） 147 92 239 

氏名変更届 17 9 26 

種別変更届 102 55 157 

年金手帳再交付申請書 28 16 44 

資格関係記録訂正等報告書 4 0 4 

保険料免除理由該当・消滅届 51 0 51 

付加保険料申出・辞退届 24 3 27 

保険料免除申請書等 321 335 656 
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種  別 市民課 
阿児支所 

（９/15までの分） 
総 数 

学生納付特例 ５５ ４７ １０２

年金手帳記号番号確認（登録） 

処理報告書 
40 58 98 

その他資格関係届 30 10 40 

所得調査報告書 7,239 － 7,239 

社会保険事務所照会書類 2,011 － 2,011 

合  計 10,564 925 11,489 

    

○給付関係届出件数    

種  別 市民課 
阿児支所 

（9/15までの分） 
総 数 

老齢基礎年金裁定請求書 94 13 107 

障害基礎年金裁定請求書 21 5 26 

死亡一時金裁定請求書 27 7 34 

未支給年金請求書 244 53 297 

受給権者死亡届 7 2 9 

障害基礎年金受給権者現況届 526 9 535 

その他年金受給権関係届 17 1 18 

合  計 936 90 1,026 

 

○広報関係 

国民年金に関する正しい知識を持っていただくため、「広報しま」に国民年金関連記事を毎月

掲載した。 
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課税課・収税課 

 

個人市民税   調定額 現年分は、１，９９９，９８４，４２６円、滞納分は、２９６，６４７，１４４円であっ 

た。 

調定額に占める割合は、均等割４．２％、所得割９５．８％で、普通徴収５１．８％、

特別徴収４８．２％であった。 

収納状況は、現年分１，９０７，５８４，９６２円、滞納分５９，３３２，２３６円であった。 

 

法人市民税   調定額 現年分は、２８５，９６３，３００円、滞納分は、２３，１０８，６２５円であった。 

課税した法人数は、１，２３６社で、内訳は１号法人８社、２号法人２社、３号法人 

７３社、４号法人４社、５号法人５８社、６号法人１３社、７号法人２２１社、８号法人１１社、

９号法人８３３社、過年度分１３社であった。 

収納状況は、現年分２８３，４８３，１７１円、滞納分２，３４３，８１２円であった。 

 

固定資産税   調定額（純固定資産税）現年分は、３，５２１，１８７，６００円、滞納分は、 

１，２３２，０３３，８５１円であった。 

調定内訳は、土地１，２４７，２４５，３０９円、家屋２，４０８，４５７，３０９円、償却資産

１，０９７，５１８，８３３円であった。 

調定額に占める割合は、土地２６．２％、家屋５０．７％、償却資産２３．１％であっ

た。 

収納状況は、現年分３，３１４，１４２，８８６円、滞納分１７０，４８３，００４円であっ 

     た。 

国有資産等所在市町村交付金・納付金は調定額、収入額とも６８２，８００円であっ

た。 

 

軽自動車税   調定額 現年分は、１３６，７８１，５００円、滞納分は、２６，８２１，６００円であった。 

収納状況は、現年分１２９，５６４，４５９円、滞納分４，４９１，３４８円であった。 

調定内訳は、５０㏄以下 ７，７２２台、５１～９０㏄ ６７７台、９１～１２５㏄ ３１１台、 

ミニカー ３２台、小型特殊農耕用２９２台、小型特殊農耕用以外 ９１台、二輪 ４４０

台、被牽引車 ２７台、３輪 ２台、自家用四輪乗用 １２，２３３台、自家用四輪貨物  

８，９０１台、営業用四輪乗用 ４台、営業用四輪貨物 ５６台、二輪の小型自動車 

４４４台、計 ３１，２３２台であった。 

 

市たばこ税    調定額、収入額とも３６６，５５９，７８８円であった。 

 

特別土地   調定額は、平成１５年度から課税停止のため現年課税が無く、滞納分は 

保 有 税  ２４２，０３９，４４０円であった。 

収納状況は、滞納分の５，５４５，１４５円であった。 

 

入湯税     調定額 現年分は、１１２，８０７，２００円、滞納分は、９，３０２，４００円であった。 

収納状況は、現年分１０８，４１４，０５０円、滞納分６，５９２，５００円であった。
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市税全体   調定額は、現年分で６，４２３，２８３，８１４円、滞納分１，８２９，９５３，０６０円、総額 

は国有資産等交付金６８２，８００円を含む８，２５３，９１９，６７４円となった。 

現年分の収入額は、６，１０９，７４９，３１６円で調定額に対し、９５．１％の収納率とな

り、滞納分の収入額は、２４８，７８８，０４５円で１３．６％の収納率となった。 

また、市税全体の総収入額は、６，３５９，２２０，１６１円で調定額に対して７７．０％の

収納率であった。 

 

不納欠損処分  平成２０年度は、期別件数３，３２８件、税額１６５，３３３，８５２円の不納欠損処分を 

行った。 

内訳は個人市民税９９１件、税額１１，２０１，７９６円、法人市民税１１件、税額 

６２８，９００円、固定資産税１，８２７件、税額４６，１２６，４５６円、軽自動車税 

４７５件、税額１，７７９，７００円、特別土地保有税２４件、税額１０５，５９７，０００円 

であった。 

 

広報・広聴    「税制改正」に伴う啓発は、広報、チラシ、市ＨＰ、ケーブルテレビ等を利用し随 

時行った。また、徴収関係では、納期限内納付及び滞納整理などについて広報、 

ケーブルテレビによる周知のほか、市内集客施設における啓発にも努めた。 

 

租税教育の推進 平成２１年１月２６日 鵜方小学校６年生（３クラス）、平成２１年１月３０日 神明小

学校６年生（１クラス）を対象に、課税課職員が講師となり租税教室を開催した。 

 

調 査       市民税については、国税資料、県税資料等を精査し、必要な案件については、 

照会、賦課決定した。また、家屋敷課税（二種課税）についても調査、賦課決定し

た。 

固定資産税については、現地確認、確認申請資料等をもとに、２６４棟の家屋調

査を実施した。土地については、登記資料、農地転用資料等をもとに、必要に応

じ現地調査し、異動処理を行った。また、平成２１年度評価替えに伴う固定資産税

土地評価業務並びに市内標準宅地の鑑定評価業務を実施した。 

徴収関係では、２５,９３５件の財産調査等を実施した。 

 

申告相談      ２月２～６日の５日間、阿児ライブラリーにおいて、住宅借入金控除説明会及び

年金受給者に対する確定申告相談会を実施した。又、２月３日から３月１６日まで

の２９日間、阿児ライブラリーをメインに市内４１会場において、所得税、住民税の

申告相談計８，１７５件を受け付けた。 

 

納税相談      ６～７月、８月は、５，７９７人を対象に１，９３７人の納税相談を実施し、完納及び一 

部納付、納付誓約書（１，３７３件）の提出などに努めた。 

 

滞納処分      預金（２５３件）、生命保険（４０件）など債権で３５２件、不動産差押（６２件）及び参 

加差押（８０件）の１４２件、その他出資金を含む１０件で総件数５０４件の差押を実施 

した。また、三重地方税管理回収機構へは移管本税額２８７，４０６，１０９円の５０件 

を移管した。 
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インターネット公売及び電話催告 

１２月・３月の２回の公売（せり売り）に１７３名から申込みをいただき、入札結果か

ら滞納充当額は２０１，７７５円となった。また、２，１０４人（国保税含）に対し、４，９７３

件の電話催告を１０月より実施し、市税では１，０６７人から６７，７２３，０００円の納付

実績が得られた。

 

平成２０年度市税等徴収状況                                   （単位：円） 

税   目 区  分 調定額 収入額 収納率(％) 

現 年 分 1,999,984,426 1,907,584,962 95.4 

滞 納 分 296,647,144 59,332,236 20.0 

 

個 人 市 民 税

  計 2,296,631,570 1,966,917,198 85.6 

現 年 分 285,963,300 283,483,171 99.1 

滞 納 分 23,108,625 2,343,812 10.1 

 

法 人 市 民 税

  計 309,071,925 285,826,983 92.5 

現 年 分 3,521,187,600 3,314,142,886 94.1 

滞 納 分 1,232,033,851 170,483,004 13.8 

  

固 定 資 産 税

  計 4,753,221,451 3,484,625,890 73.3 

現 年 分 682,800 682,800 100.0 国 有 資 産 等 所 在

市 町 村 交 付 金 計 682,800 682,800 100.0 

現 年 分 136,781,500 129,564,459 94.7 

滞 納 分 26,821,600 4,491,348 16.7 

 

軽 自 動 車 税

  計 163,603,100 134,055,807 81.9 

現 年 分 366,559,788 366,559,788 100.0 
市 た ば こ 税

計 366,559,788 366,559,788 100.0 

現 年 分 0 0 0.0

滞 納 分 242,039,440 5,545,145 2.3 

 

特 別 土 地 保 有 税

  計 242,039,440 5,545,145 2.3 

現 年 分 112,807,200 108,414,050 96.1 

滞 納 分 9,302,400 6,592,500 70.9 

 

入 湯 税

  計 122,109,600 115,006,550 94.2 

現 年 分 6,423,283,814 6,109,749,316 95.1 

滞 納 分 1,829,953,060 248,788,045 13.6

交 付 金 682,800 682,800 100.0 
合 計

計 8,253,919,674 6,359,220,161 77.0 
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保険課 
 

○福祉医療費 
全公費において、平成２０年９月より、入院時の食事療養にかかる標準負担額助成が廃

止となった。 
 
１．心身障害者医療費の助成 
心身障害者（平成２０年９月より精神１級取得者の通院分も助成対象となった）の疾

病・負傷に対して、医療費の自己負担額を助成することにより、心身障害者の保健と
福祉の向上に努めた。 
・補助対象分（一般分） 
  年度末受給 

対象者数 
自己負担 
助成額

標準負担 
助成額 証明書料 支払額 

支出額 
人 

704 
円

   68,043,880
円

1,513,910
    円 
2,383,200 

    円
71,940,990

19年度 
支出額 

586 62,628,982   2,006,390 2,025,400 66,660,772

         （６５歳以上分） 
  年度末受給 

対象者数 
自己負担 
助成額

標準負担 
助成額 支払額 

支出額 
人 

     937 
 円

68,116,027
円

807,600
円

68,923,627 
１9年度 
支出額 

     996 69,766,043 1,021,770 70,787,813 

 
２．一人親家庭等医療費の助成 
一人親家庭等の父・母及び児童の疾病・負傷に対して、医療費の自己負担額を助

成することにより、一人親家庭等の保健と福祉の向上に努めた。 
・補助対象分 
  年度末受給 

対象者数 
自己負担 
助成額

標準負担 
助成額 証明書料 支払額 

支出額 
人

1,707 
円

34,542,811
円

70,980
    円 
3,033,200 

    円
37,646,991

１9年度
支出額 

    1,695 35,665,532 57,750 3,145,200 38,868,482

 
３．乳幼児医療費の助成 
乳幼児（平成２０年９月より義務教育就学前まで拡大された）の疾病・負傷に対して、

医療費の自己負担額を助成することにより、乳幼児の保健と福祉の向上に努めた。 
・補助対象分  
  年度末受給 

対象者数 
自己負担 
助成額

標準負担 
助成額 証明書料 支払額 

支出額 
人 

1,836 
円

47,290,212
円
780

    円 
5,486,300 

円
52,777,292

１9年度
支出額 

1,371 40,533,993 0 4,280,000 44,813,993

 


